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『経済』2007 年 5 月号：多国籍企業特集 
多国籍アグリビジネスの再編と強まる農業・食料支配 

 
久野秀二（京都大学大学院経済学研究科） 

 
 
 農業部門における企業（アグリビジネス）については、カ

ーギルやバンギ（ブンゲ）等の穀物商社、ドール（旧キャッ

スル＆クック）やチキータ（旧ユナイテッド・フルーツ）、ユ

ニリーバ等の熱帯一次産品を原料とする流通・加工企業にみ

られるように、世界に偏在する資源確保を目的とし、世界規

模で資源供給を支配するための国外進出がかなり早い段階か

ら行われてきた。これに対し、食品加工部門のアグリビジネ

スは、一部の例外を除き一九八〇年代後半から、食品小売企

業は九〇年代から急速に多国籍展開を強めてきた。他の産業

部門の例に違わず、その背景には国内市場の成熟・飽和化と

企業の寡占化が進み、価格競争を通じた市場獲得競争に限界

が見え始めたことがある。すなわち、国外市場と低廉な労働

力の確保としての多国籍企業展開である。 
それまでのアグリビジネスは国内農業保護政策に支えられ

た安定・安価な原料（穀物）調達、とくに米国では世界食料

戦略と輸出補助金に支えられた安定的な輸出市場を享受しつ

つ発展してきたが、一九八〇年代になるとドル高・高金利政

策に伴う米国農産物の国際競争力の低迷と「戦後最大の農業

不況1」によって「農業・食料関連産業における資本の過剰蓄

積2」が露呈した。さらに、共通農業政策下で農業生産と農産

物輸出を拡大してきた欧州諸国との間で補助金付き輸出競争

を誘発し、財政危機に苦しむ双方にいっそうの財政負担を強

いるようになったため、一九八六年に開始されたガット・ウ

ルグアイラウンド農業交渉を契機に価格形成と需給調整を市

場原理に委ねる新自由主義的農政転換が進められることにな

った。商品連鎖の拡張・多元化と垂直的調整の強化を伴いな

がら、アグリビジネスが対外直接投資を通じて生産・輸出拠

点を世界規模で拡大していったのは、こうした状況下であっ

た。主流は大西洋を挟んだ米欧間の相互進出だったが、中南

米やアジア地域への対外直接投資も、経済成長と外資規制緩

和が進んだ九〇年代後半から急増している。 
 本稿に与えられた課題は、一九九〇年代以降のグローバリ

ゼーション下で、多国籍アグリビジネスを軸に再編が進む農

業・食料関連産業の動向を明らかにすることにある。しかし

ながら、当該部門の多国籍企業と一口にいっても、その存在

形態は多様である。われわれ農業政治経済学研究者は、当該

部門を「農業・食料システム」等の概念を用いて一括りに扱

うことがあるが、実際には、商品・価値連鎖を通じて複雑に

連関し合いながらもそれぞれ別個の論理にもとづく産業部門

によって構成されており、個々の産業部門は水平的統合や垂

直的調整の傾向を伴いながらもそれぞれ異なった顔ぶれの多

国籍企業によって構成されているからである（表１、図１）。

以下では、代表的な産業部門と多国籍企業に焦点を絞りなが

ら、農業生産と食料消費という特異な過程を含むがゆえの諸

矛盾と、多国籍アグリビジネスなりの社会的批判への「対応」

戦略にも触れてみたい。 
 
農業生産財 

 農業生産財部門はさらに肥料、農業機械、種子、農薬、飼

料等に分かれる。これらの関連産業に特徴的な動きは、国内

独占企業間の相次ぐ合従連衡を通じて巨大な国際独占企業が

誕生し、市場の寡占化が強まっていることである。 
 肥料産業では、ノルウェーの巨大エネルギー企業ノルスク

ハイドロから二〇〇四年にスピンオフされたヤラ・インター

ナショナル（窒素肥料で首位）、カーギルの肥料部門とＩＭＣ

グローバル（米国）がやはり二〇〇四年に合併して誕生した

モザイク（リン酸肥料と炭酸カリウム肥料で首位）が抜きん

でている。また、肥料自体の国内増産はもちろん、世界第二

の農業生産・輸出大国として成長著しく、国内での肥料需要

の伸びが期待されているブラジルでは、穀物商社のバンギが

最大手となっている。 
米国のジョンディアが一貫してリードしてきた農業機械産

業では、それ自体が一九八六年に大合併して生まれたフォー

ド・ニューホランド（米国）が九五年に伊フィアットの完全

子会社となり、さらに九九年にケースＩＨ（米国）を吸収し

て業界二位のＣＮＨグローバルを誕生させた。世界最大級の

ハブ空港であるアムステルダム・スキポール空港に隣接する

ＷＴＣに本社を構えている点、事業展開のグローバル性を物

語っている。業界三位は、八五年に米独間で合併した企業ド

イッチェ・アリスを母体に成長し、九四年にカナダの大手企

業マッセイファーガソン、九七年にドイツの大手企業フェン

トを買収して誕生したＡＧＣＯ（米国）である。以上三社で

世界市場の四割前後を占めるとされている。 
 一九八〇～九〇年代の農薬・種子産業は、折からのバイオ

テクノロジー産業化の機運と金融自由化にも触発された世界

的なＭ＆Ａブームの渦中にあった。数多くの種子企業やバイ

オベンチャー企業が異分野を含む多国籍企業に買収されたが、

最終的に農薬・種子産業をバイオ産業としてまとめあげたの

は一握りの農薬企業であった3。九〇年代半ばまでに現在の顔

ぶれはほぼ出揃ったが、国際金融市場のさらなる流動化、農

薬規制の強化、それに伴う研究開発コストの増加など一連の

市場環境の変化が、引き続きＭ＆Ａを通じた業界再編を引き

起こしてきた4。九〇年に上位四社の市場集中度が三五％であ

った農薬業界は、二〇〇〇年には五四％、〇五年には六五％

に達するまで寡占度を強めてきた。世界農薬市場の八割以上

を占めるバイオメジャー六社――バイエル（ドイツ）、シンジ

ェンタ（スイス）、ＢＡＳＦ（ドイツ）、ダウ（米国）、モンサ

ント（米国）、デュポン（米国）――はまた、傘下の種子企業
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やライフサイエンス部門を通じて遺伝子組換え（ＧＭ）作物

の商品開発にも邁進してきた。とくにモンサントは、あくま

で一事業会社として農業バイオ事業を展開しているバイエル

（クロップサイエンシズ）やダウ（アグロサイエンシズ）、デ

ュポン（パイオニア・ハイブレッドインターナショナル）な

ど製薬・化学最大手の同業他社と比べて企業規模はさほど大

きくないものの、ＧＭ作物の商品開発では他社を圧倒してい

る。同社資料等5をもとに計算すると、世界全体で栽培されて

いるＧＭ作物品種のうち、同社が開発した組換え遺伝子が導

入されているものが、他社の組換え遺伝子との重複分6を含め、

大豆で九三％、トウモロコシで九二％、綿花で七一％、菜種

で四四％を占めるとみられている。 
農家はモンサントなどのバイオメジャーから直接種子を購

入するわけではないが、実際、モンサントは九〇年代半ば以

降次々と大手種子企業を買収し、現在では世界のトウモロコ

シ種子市場の四一％、大豆種子市場の二五％、主な野菜種子

市場の二～四割を占めている。米国では九〇年代後半に買収

したナショナルブランドのアズグロウとデカルブ（両社で米

国トウモロコシ種子市場の約一九％）のみならず、二〇〇四

年に設立したアメリカン・シーズを通じて地域有力企業（リ

ージョナルブランド、同六～七％）を囲い込み、二五〇以上

の中小種子会社（同二九％）にも遺伝資源と技術をライセン

ス供与しており、当該市場の過半をモンサントが支配してい

る計算となる。米国では現在、大豆の九割、トウモロコシの

六割、綿花の八割がＧＭ品種に置き換わっている。モンサン

トと同様に数々の大手種子企業を買収してきたシンジェンタ

や、世界最大の種子企業パイオニアを傘下に置くデュポン、

マイコジェンを傘下に置くダウアグロも含め、優良系統品種

のほとんどに組換え遺伝子を導入しているため、非ＧＭ品種

に対する農家の選択肢は狭まる一方である。同様の状況ある

いはそれ以上の市場支配が、カナダ（菜種）やアルゼンチン・

ブラジル（大豆、トウモロコシ）、インド・南アフリカ（綿花）

にも広がっている。 
しかしながら、ＧＭ作物・食品に対する反対世論が弱まる

気配はない。バイオメジャーはバイオ産業団体を通じて、例

えば遺伝子組換え生物の国境移動を規制するバイオセーフテ

ィ（カルタヘナ）議定書を骨抜きにするため猛烈なロビー活

動を展開し、米国・カナダ・アルゼンチン政府に働きかけて

欧州共同体の規制政策をＷＴＯ提訴するなど、国際的な政策

形成過程で大きな政治的影響力を行使してきた。とくにモン

サントは米国の政策過程で際だった存在感を誇示してきたこ

とで知られており、数々の「回転ドア」を通じて規制担当省

庁や大統領府と蜜月の関係にあることが暴露されている7。 
なお、モンサントはかつて製薬・化学部門を保有していた

が、二〇〇〇～〇二年に製薬大手ファルマシア（〇三年にフ

ァイザーが買収）によって買収・分社化される過程で切り離

され、農業関連事業に特化することになった経緯がある。ラ

イバル会社であるシンジェンタも、製薬大手のノバルティス

とアストラゼネカが二〇〇〇年に農業関連事業を合併・スピ

ンオフして誕生した会社である。九〇年代後半にＧＭ品種開

発でモンサントと覇を争っていた製薬大手アベンティス（フ

ランス）が農薬・種子事業から撤退し、バイエルに売却した

のは二〇〇一年である。一貫して化学事業に立脚してきたダ

ウはもちろん、ＢＡＳＦとデュポンも製薬部門を整理してフ

ァインケミカルに集中し、一時期注目されていた「ライフサ

イエンス総合戦略」（図２）を維持しているのはバイエルだけ

となっている。独自の事業論理と法規制への対処を余儀なく

される農業・食品関連事業を水平的・垂直的に囲い込むこと

の困難を垣間見ることができる。 
 それでも「ライフサイエンス総合戦略」の可能性を示唆す

る動きがないわけではない。ＧＭ作物の主流は依然として除

草剤耐性と害虫抵抗性に集約される栽培特性型（第一世代）

であるが、今後の商品開発で注目されるのが、高オレイン酸

や低リノレン酸、高リジンなど飼料用途や食品用途として有

用な成分を調整した高機能性型（第二世代）、さらには植物由

来の医薬品原料や工業原料を産生する第三世代である。モン

サントは従来育種ながら低リノレン産大豆の商品化に成功し

ており、二〇〇六年にはカーギルとの合弁会社レネッセン（九

八年設立）を通じて開発した高リジンのＧＭトウモロコシが

栽培認可されている。他方、デュポンはバンギと二〇〇三年

に設立した合弁会社ソレイを通じて、大豆タンパクやレシチ

ン等の植物性高機能食品素材の開発に取り組んでいる。  
 
穀物取引・加工 

 世界最大の非上場企業であるカーギルは一八六五年に設立

されて以来、米国中西部を拠点に、穀物メジャーとして知ら

れる巨大穀物商社の横綱として米国の穀物輸出と世界の穀物

貿易に大きな影響力を振るってきた。元副社長Ｗ・ピアスが

ニクソン政権下の貿易アドバイザーを務めたことや、やはり

元副社長Ｄ・アムスタッツがレーガン政権下のウルグアイラ

ウンド農業交渉で米国提案を起草したことはよく知られてい

る。同社の事業展開はアグリビジネスの垂直的統合と水平的

多角化の典型事例として引き合いに出されることがあるが、

とくに一九七〇年代以降、川下の農産物加工事業や川上の農

業支援事業に積極的に進出するようになり、現在、六三カ国

で農業関連事業（農業生産者向けサービス、飼料、畜産、農

業金融）、食品事業（食品原料加工、食肉加工、事業者向けサ

ービス）、健康事業（機能性食品や医薬品の原料加工）、生産

財事業（製鉄、製塩、プラスチック、化学肥料）、農産物流通

加工事業（穀物、綿花、油糧種子、砂糖などの買付・取引・

物流・加工）、リスク管理・金融事業など、農業を軸としなが

らも広範な分野で事業を展開している。これら事業の顧客は

主として農業生産者や食品事業者であり、一般の消費者が同

社の製品を直接手にすることはあまりない。非上場という性

格も相まって、カーギルが「見えない巨人」と称される所以

である8。二〇〇六年の総売上高は七五二・一億ドルで、二〇

〇二年から五割も伸ばしている。農産物原料の流通・加工を

中心とする商社的事業ゆえに純利益率は二％と低いが、その

安定した経営拡大と四八三億ドルにのぼる総資産額から、各

種企業評価では一貫して超優良企業として格付けされている。 
 カーギルのグローバルな事業展開を分析するうえで大きな

障害となっているのが、同社の財務諸表がほとんど公開され
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ていないため、事業部門ごとの経営実態がわからないことで

ある。それでも、関連市場での業界情報から同社の事業展開

の様相を窺い知ることができる。米国における農産物流通・

加工の実績をみると、穀物・トウモロコシ輸出一位、穀物製

粉三位、大豆搾油三位、牛肉パッカー二位、豚肉パッカー四

位、七面鳥一位、家畜飼料二位などとなっている9。一九九九

年には穀物メジャーのもう一つの雄、コンチネンタルグレイ

ンの穀物輸出施設を買収している。また、八七年には企業買

収を通じてカカオ加工事業にも参入し、原料チョコレートを

事業者向けに供給している。これら従来型の農畜産物加工事

業に加え、近年はトウモロコシ化工等のバイオリファイナリ

ー分野でもシェアを伸ばしている。九七年にダウケミカルと

設立した合弁企業を通じ、容器包装資材や繊維に加工可能で、

石油プラスチックに代替する生分解性製品として有望視され

ている植物由来ポリ乳酸の事業拡大にも乗り出している。ま

た、澱粉・糖化製品（グルコース、異性化糖、飼料添加物等）

の欧州主力企業セレスター10を二〇〇一年に買収するととも

に、地球温暖化対策で注目を集めているバイオエタノール分

野での設備投資も急速に増やしており、両分野で先行するラ

イバル企業ＡＤＭ（米国）を追走している。前述したように、

モンサントと提携して高機能性飼料・食品の開発に取り組む

など、文字通り「川上から川下まで」の垂直的調整を強化す

る動きも重要である。 
 一八一八年にアムステルダムに誕生したバンギは、一九九

九年にニューヨーク（法人登録はバミューダ）に本社を移す

までベルギー・アントワープを拠点にしていたこともあり、

その多国籍展開はカーギルより顕著である。早くも一八八四

年にアルゼンチン、一九〇五年にブラジル、一九一八年に北

米への進出を果たしている。また、一九三八年にはブラジル

で肥料事業に参入し、同国で生産された大豆の輸出を開始し

たのは四五年のことである。その後も南北アメリカの穀物取

引・加工部門を中心に企業買収等を通じて徐々に事業規模を

拡大し、七〇～八〇年代には川下の食品加工事業への多角化

を進めていった。公法四八〇号に基づく最大の穀物輸出業者

として、米国の世界食料戦略を下支えしてきたのもこの時期

である。九〇年代後半になると、米国に次ぐ穀物生産・輸出

拠点として成長を遂げつつあった南米での事業を重点的に拡

大し、肥料事業と大豆加工事業で南米最大の企業にのし上が

った。二〇〇〇年には中国に事業所を開き、やがて同国最大

の大豆輸入業者に躍り出る勢いである。二〇〇一年にニュー

ヨーク株式市場への上場を果たしてからも企業買収を通じた

事業拡大は続いている。すでにこの時期、南北アメリカでは

最大の大豆流通加工企業の地位を確保していたが、二〇〇二

年には植物油大手セレオルを買収し、欧州植物油市場で盤石

の体制を築くことに成功した。最近年の動きとして、北米で

デュポン（ソレイ）やダウが開発した高機能性油糧種子の加

工を委託されている点も注目される。 
このように企業買収や合弁事業といった形態をとりながら、

農産物原料の代替化や高付加価値化、加工用途の多元化を通

じた商品連鎖の拡張と垂直的調整の強化によって、バイオメ

ジャーや穀物メジャー等の多国籍アグリビジネスは資本蓄積

機会の「内包的拡大」を実現してきたのである。 
 
食品加工 

食品加工企業の多国籍展開は、他の産業部門と同じく企業

内貿易の拡大を特徴としているが、企業内貿易比率は相対的

に低く、むしろ現地生産・現地消費型の「複数国国内企業戦

略11」が一般的である。それは、コールドチェーンの発達に

よって遠隔流通が容易になったとはいえ、工業部品のように

国際的生産工程分割を企業内で自在に設計することは難しい

からである。さらに、「農業の工業化」によって農業・食料セ

クターに不可避な自然的制約を次々と克服し、資本蓄積領域

に包摂してきたとはいえ、なお原料生産と食料消費の段階で

地域性――文化的・社会的・政治的な意味でも――を色濃く

帯びざるをえないからである。 
世界食品総販売額のおよそ四分の三にあたる三二兆ドルが

加工食品であるが、原料農産物の貿易割合は一六％、加工食

品のそれはわずか六％にとどまる12。また、米国食品企業に

よる対外直接投資（約一五〇〇億ドル）は輸出（約三〇〇億

ドル）の五倍に相当する。一九九九年の米国商務省ベンチマ

ーク・サーベイ13から食品企業（飲料除く）在外子会社の販

路構成をみると、米国向け比率は五・二％（うち企業内取引

七一・七％）で、製造業平均一五・〇％（同八六・六％）を

大きく下回っている。九四年の二・七％から上昇してはいる

が、二〇〇四年（暫定値）には三・五％に低下している。た

だし、現地国向けが九四年七九・五％から〇四年七二・五％

に減る一方で、第三国向けが一八・四％から二四・〇％へ増

加しており、全体として企業内取引が一八％から二三％へ伸

びていることから、食品加工企業がグローバルな販路・調達

戦略を構築しつつあることは間違いない。 
加工食品やフードサービスの場合、各国・各地域で長年親

しまれてきたナショナルブランドやリージョナルブランドの

競争力が強く、多国籍企業の企業ブランドがそのままグロー

バルに通用するわけではない。なかにはコカコーラやマクド

ナルドのように、米国のライフスタイルを象徴する企業が世

界の隅々にまで浸透していく場合もあるが、アグリビジネス

の多くは既存のブランド企業を買収することによって事業を

拡大し、また海外進出を果たしてきた。例えばネスレ、ユニ

リーバ、クラフトフーズの三大食品企業の成長の歴史を紐解

けば、それがそのままＭ＆Ａの歴史でもあることがわかる。

そうした動きはすでに戦後まもなく散見され始め、一九六〇

～七〇年代には数多くの事例がみられるが、それでもアグリ

ビジネスをめぐって大規模な再編が行われるようになったの

は、ゼネラルフーズがフィリップモリスに、ナビスコがＲＪ

レイノルズにそれぞれ買収され、大型Ｍ＆Ａの到来を告げた

一九八五年頃のことである（表２）。 
 前身の会社が創設されて一四〇年の歴史をもつネスレ（ス

イス）は、五〇〇の工場をはじめ世界八四カ国で事業を展開

し、二四万人以上を雇用、二〇〇五年の売上高が七一一億ド

ルに達する世界最大の食品加工企業である。製品グループ別

売上構成比をみると、飲料二六％、乳製品・栄養食品・アイ

スクリーム二六％、調理用・調理済食品一八％、チョコレー
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ト・菓子類一二％、ペットケア一二％、眼科医薬品（アルコ

ン）七％となっている。コンデンスミルクおよび育児用ミル

クの製造会社として出発したネスレは、一九二九年にチョコ

レート会社を買収し、三八年にネスカフェ工法を開発して飛

躍的に成長した。戦後も一九四七年にマギー（スイス）を吸

収し、六九年のヴィッテル（フランス）、七三年の冷凍食品会

社ストウファー（米国）、八五年の総合食品大手カーネーショ

ン（米国）、八八年のブイトーニ（イタリア）、九二年のペリ

エ（フランス）などブランド企業を次々と買収してきた。さ

らに二〇〇一年にはペットフード最大手のラスルトンピュリ

ナ（米国）を一〇三億ドルで、〇三年にはアイスクリーム大

手のドライヤーズ（米国）を二五億ドルで買収しており、そ

の事業拡大の手法は一貫している。ゼネラルミルズ（一九九

〇年、シリアル食品）、ロレアル（〇二年、美容栄養食品）、

フォンテラ（〇三年、乳製品）などそれぞれの分野で強い競

争力をもつ大手企業との合弁事業も展開している。こうした

事業拡大の結果、コーヒー豆加工でクラフトフーズと並び世

界市場の一三％（二〇〇〇年）、乳児用粉ミルクで世界市場の

二六％（〇二年）、ボトルウォーターで同一六％（〇三年）、

アイスクリームで同一八％（〇五年、米国では二三％）、栄養

補助食品で世界全体の六割を占める米国市場の三七％（〇二

年）、ペットフードで米国市場の三〇％（〇三年）など、それ

ぞれ第一位のシェアを確保し、チョコレート・菓子類につい

ても、欧州市場でキャドベリーに次ぎ一二％（〇四年）、世界

全体では一六％（〇三年）で三位となっている。 
同じような事業展開を遂げてきた巨大食品加工企業にユニ

リーバ（英蘭）がある。同社は植物油脂を原料とするマーガ

リン（一八七二年）と石鹸（一八八四年）の製造で基礎を築

き、戦後はヨーロッパを中心に世界各地で冷凍加工食品やア

イスクリーム等の事業でＭ＆Ａを繰り返し、七八年にナショ

ナルスターチを買収して北米への本格的進出を開始した。八

四年に紅茶ブランド企業のブルックボンドを買収し、すでに

七一年に買収していたリプトンとあわせ紅茶市場の八割（当

時）を独占し、世界を驚かせた。現在でも欧州諸国で三社六

～七割を占める寡占市場の筆頭に位置している。その後も、

二〇〇〇年にマヨネーズで有名なベストフーズ（米国）を二

四億ドル、栄養補助食品大手スリムファスト（米国）を二三

億ドルで買収するなど事業拡大を続けてきたが、ここ数年は

一六〇〇に膨れあがったブランド数を九〇〇に削減するため

一四〇もの事業を売却し、事業ポートフォリオの整理を断行

している。二〇〇五年の総売上高四九三・五億ドルのうち、

食品関連事業は五六％、パーソナルケア事業二六％、ホーム

ケア事業一八％となっている。九五年に五二％を占めていた

欧州での売上高比率が二〇〇五年には四一％まで下がり、南

北アメリカが二八％から三三％へ、アジア・アフリカが二〇％

から二六％へ伸びている。 
以上の経緯にすでに示唆されているように、健康志向を強

める消費動向に対応して、健康食品や栄養補助食品事業の拡

大が顕著である。業界誌のフードプロセッシング誌は、近年

の食品加工業界を特徴づけるキーワードとして有機（後述）

と健康をあげている14。ネスレは、長期的な事業戦略を、コ

モディティすなわち利便性・味・楽しみ・選択肢の多さを追

求してきた従来の「グッド・フード」から、付加価値すなわ

ち栄養的価値に配慮した「ヘルス＆ウェルネス」、さらに心身

の健康バランスをも射程に入れた「ウェルビーイング」への

流れとして展望している。同社は企業買収を通じて米国の栄

養補助食品市場で四割近いシェアを確保するとともに、乳幼

児や成人用の保健栄養食品を強化し、従来型加工食品のブラ

ンドでも脂肪・糖分・塩分等の削減と繊維質・プロテイン・

ビタミン等の付加をコンセプトにした商品を開発している。

また、米国をはじめ先進諸国で深刻化している肥満や動脈硬

化・糖尿病等の生活習慣病を促進するとされるトランス脂肪

酸をめぐっても新しい動きがあった。ファストフード業界は、

食品の品質保持期間を延ばし、風味の安定性を増す効果のあ

るトランス脂肪酸を積極的に使用してきたが、米国食品医薬

品局が二〇〇六年一月から含有量の記載を義務づけた。同年

一二月にはニューヨーク州でより厳しい制限措置が導入され、

トランス脂肪酸の実質的排除を迫られることになった。これ

に合わすように、ＫＦＣが米国内店舗で使用する揚げ油をモ

ンサントが開発した低リノレン酸大豆を原料とする油（カー

ギルやＡＤＭが加工）に切り替えることによってトランス脂

肪酸の削減に取り組むことを発表し、話題を呼んだ。カナダ

では同じＫＦＣやタコベルが、ダウアグロが開発した高オレ

イン酸＋低リノレン酸のカノーラ（菜種）を原料とする油（バ

ンギが加工）を利用することになっている。 
 
食品小売 

小売業界の態様は国によって大きく異なるが、傾向的には

やはり寡占化の度合いを強めている。先進国では食品の八割

以上がスーパーマーケットを通じて購入されているが、多く

の国で、四～五社の大手小売企業（スーパーマーケット・チ

ェーン）への集中が確認されている15。寡占化がとくに著し

いのが英国で、二〇〇五年に三割のシェアに達したテスコを

筆頭に、上位四社で七五％の占有率となっている。西欧地域

ではカルフール（フランス）、メトロ（ドイツ）、レヴェ（ド

イツ）、テスコ（英国）など上位三〇社で六八％（二〇〇四年）

を占め、二〇〇九年までに上位一〇社で三八％の占有率に達

するものと見られている。他方、米国市場における寡占度は

それほど高くはないが、チェーン展開するスーパーマーケッ

トの食品小売に占める割合は八〇～九〇年代を通じてほぼ七

割で推移し、九〇年代後半から大規模な業界再編が進んでい

る16。一九九七～二〇〇〇年だけで四一〇〇店舗（売上高六

九三億ドル相当）が買収された。その結果、カナダを含む二

〇〇五年の上位六社――ウォルマート、クローガー、アホー

ルド、セーフウェイ、コストコ、アルバートソン――の占有

率は二四・九％、上位三〇社で四三・四％に達している。 
相対的に多国籍展開の度合いが低かった小売業界も転換期

を迎えている。欧州市場の統合・拡大を見越したリージョナ

ル展開は早くから見られたが、一九九〇年代末頃からアホー

ルド（オランダ）やデルハイゼ（ベルギー）、アルディ（ドイ

ツ）等の欧州系小売企業が米国に進出し、逆にウォルマート

が九九年に英国アスダを買収するなど米欧間の相互進出も目
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立ってきた。途上国では流通分野への外資導入が規制されて

いたが、九二年（小売部門の完全自由化は二〇〇四年）の中

国、九四年のブラジル・アルゼンチン・メキシコ、九八年の

インドネシアなど投資規制の緩和・自由化を受けて、巨大消

費市場として成長著しい中南米やアジア諸国への直接投資が

相次いだ17。カルフールは早くも一九七五年にブラジル、八

二年にアルゼンチンに進出していたが、八九年には台湾への

進出を果たし、九四年のマレーシア、九五年の中国への進出

を機に東・東南アジアの全域に三三二（二〇〇五年六月末）

のグループ店舗を構えるまでになった。これにアホールド（九

六年にシンガポール・タイ・マレーシア）、メトロ（九六年に

中国）、テスコ（九八年に台湾、タイ）、ウォルマート（九四

年に香港、九六年に中国）などが続いている。 
この結果、中南米諸国では八〇年代後半～九〇年代前半に

一五～三〇％程度だった食品小売に占めるスーパーマーケッ

ト・チェーンのシェアが二〇〇一年には四五～七五％にまで

高まり、その大半がウォルマートやカルフールなど巨大小売

企業で占められるようになった。二〇〇四年には上位三〇社

の半数を米・欧・日（イトーヨーカドー）からの企業が占め

た。他方、アジア諸国でも二〇〇〇年前後の短期間のうちに

小売業界が再編され、それまで都市部の高所得者に限られて

いたスーパーマーケット・チェーンの客層が急速に拡大して

きた。タイではテスコが一二％（二〇〇二年）のシェアを確

保し、カシノ（フランス）、マクロ（オランダ）、イトーヨー

カドー、カルフールの五社で四割近い市場占有率となってい

る。中国では、二〇〇一年に八億ドルだったカルフールの売

上高が〇四年に一六億ドルに倍増し、ウォルマート、テスコ、

メトロとともに、聯華（Lianhua）、華聯（Hualian）、物美

（Wumart）などの国内大手小売企業と肩を並べるに至ってい

る18。中国はこれら多国籍小売企業にとって原料・商品の調

達先としても重要視されており、とくに米国を中心に世界一

五カ国で六五〇〇を超える店舗を展開し、全産業を通じて最

大の企業規模を誇るウォルマートの中国からの調達額は一八

〇億ドル（二〇〇四年、食品以外も含む）にのぼり、これは

中国にとって六番目の輸出「国」に相当する。 
 近年、農業・食料関連産業内の力関係に変化が生じている

とされる。川上主導から川下主導へのシフトである。ＰＯＳ

システム等を活用して消費者購買行動に関する情報を掌握し

うる立場にある大手小売企業は、小売市場の寡占化を強め圧

倒的なバイイング・パワーを行使しながら、生産から消費ま

でを結ぶサプライチェーンを主導的に管理し、業務効率を高

めるための経営戦略（サプライチェーン・マネジメント）を

構築してきた。それはたんに価格競争＝コスト圧縮のしわ寄

せをより川上の企業や生産者に押しつけるだけでなく、高品

質化や食品安全性・倫理的調達の確保など、強まりつつある

消費者要求に対応するための規格標準化や認証取得を通じた

生産・流通管理の強化となって表れている19。製品の品質管

理や環境負荷軽減を認証するためのＩＳＯシリーズの取得は

いまや業界の最低標準となりつつある。さらに、適正農業規

範を推進するため一九九七年に作成され、二〇〇二年に本格

導入されたユーレップギャップ（EurepGap）や、適正製造

規範や適正流通規範も包含し、文字通り「農場から食卓まで」

の全工程を通じて食品安全性の確保や労働基準・環境基準の

遵守を目指そうとするＧＦＳＩ（二〇〇〇年）は、欧州大手

食品小売企業を中核とする業界団体が立ち上げたイニシアチ

ブである。その中身の是非はここでは問わない。問題は、寡

占化を強めながらも独占的企業間の競争を激化させ、サプラ

イチェーン全体のコスト削減に窮する大手小売企業が、こう

した生産・流通管理の強化によって増大する追加費用や取引

費用の削減圧力をも強め、これに技術的・経営的に対応可能

な食品加工企業や農産物取引加工企業のいっそうの集中を伴

いながら、最終的には農業生産者や農場労働者へのしわ寄せ

が拡大するおそれがあることである20。 
 
わが国アグリビジネスの多国籍展開 

 農業生産財部門では、種苗市場でサカタのタネ（四・二億

ドル）とタキイ種苗（三・七億ドル）が世界上位一〇社に名

を連ねているが、園芸種苗が主力であるため、世界的な業界

再編に巻き込まれることなく地道に事業を拡大してきた。農

薬では世界八位に位置する総合化学企業の住友化学（一二・

九億ドル）や、二〇〇一年にトーメンとニチメンの農薬・ラ

イフサイエンス事業を統合して誕生したアリスタ（九・〇億

ドル）が数少ない有力企業である。住友化学の農業化学部門

（住化武田農薬を含む）は全事業の一二％にとどまるが、そ

のうち海外売上高比率が五六％に達している。石原産業と日

産化学も海外に事業所をもつが、その比率は小さい。他の企

業はバイオメジャー等の多国籍農薬企業が開発した農薬原体

を元に中間体や製剤を生産・販売するケースが多い21。 
 食品産業の売上高上位企業（二〇〇四年22）は、キリンビ

ール（一一四・五億ドル）、アサヒビール（一〇一・五億ドル）、

サントリー（九九・三億ドル）のビール各社で占められ、世

界上位五〇社以内に日本ハム（七九・九億ドル）、味の素（六

五・五億ドル）、マルハ（六二・六億ドル）、明治乳業（五四・

二億ドル）、山崎製パン（五三・五億ドル）、森永乳業（四五・

九億ドル）、伊藤ハム（四二・五億ドル）が続く。ビール会社

を除き、巨大多国籍企業と呼べるほどの食品加工企業はない

が、世界上位五〇社のうち一〇社を占めている点は注目され

る。すでに多くの企業が国外に工場や事務所を設立し、合弁

や生産委託を含め外地生産を展開している。一九八〇年代半

ば以降の円高期およびバブル経済期に対応した海外進出に続

き、九〇年代後半以降の海外進出は、①人件費の安い労働力

の調達、②国内景気の長期低迷から国外に販路を確保、③自

由で安価に原料調達できる国での生産などを主な理由として

いる23。しかしながら、海外売上高比率が二七％になる味の

素、同じく二五％のキッコーマン、一〇数％程度の日清食品

やヤクルトなど、欧米巨大アグリビジネスのようなグローバ

ルな事業展開を指向する企業は限られている。とくに味の素

の場合、一九六二年に米国ケロッグと提携して総販売元とな

り、六三年には米国コーンプロダクツ（現コノプコ）と合弁

会社クノール食品を設立（八七年に子会社化）、七三年にはゼ

ネラルフーズ（現クラフトフーズ）と味の素ゼネラルフーズ

を、八〇年にはダノンと味の素ダノンをそれぞれ合弁で設立
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した。さらに八九年にはベルギーの化学会社オムニケムを、

二〇〇〇年にはモンサント保有の合成甘味料会社ニュートラ

スウィート（スイス）及びユーロ・アスパルテーム（フラン

ス）を買収するなど、積極的に事業を拡大してきた。 
他方、日本のアグリビジネスで忘れてはならないのが総合

商社である。総合商社の食料関連部門は長い歴史をもち、単

に貿易商社（商取引・物流）として海外からの原料調達に携

わってきただけでなく、情報・調査機能を駆使しながら海外

の産地や市場を開拓し、食品加工企業や卸売企業と一体とな

りながら、事業の多国籍展開に重要な役割を果たしてきた24。

大手商社食料部門の売上高（二〇〇四年）をみると、三菱商

事一六七・九億ドル、三井物産一一五・三億ドル、伊藤忠商

事一〇二・〇億ドル、丸紅四五・九億ドル、住友商事三七・

三億ドル、双日三〇・八億ドル、トーメン一六・九億ドルと

なっており、上位三社のアグリビジネスとしての事業規模は

欧米のそれと遜色ないことがわかる。 
 食品小売部門（二〇〇五年、総合小売事業のみ）では、イ

オングループが三二六・六億ドルで海外比率九・八％（北米

四・五％、アジア他五・三％）、セブン＆アイが二九六・〇億

ドルで海外比率四〇％（北米三八・九％）となっており、群

を抜いている。イオンの海外展開は一九七四年にオーストラ

リアに開設した食材調達のための牧場に遡るが、店舗展開は

八五年のマレーシアが第一号で、現在は同国に一四店舗、香

港に一七店舗、中国本土に一一店舗、タイに七店舗、台湾に

二店舗を展開し、アジア重視の姿勢を強めている。他方、セ

ブン＆アイは米国セブンイレブンを完全子会社化し、コンビ

ニエンスストアながらも世界一七カ国に三万以上の店舗を展

開している。九六年にはイトーヨーカドーを中国に進出させ、

現在は中国国内に三社八店舗を構えている。なお、多国籍小

売企業の日本進出をめぐる話題も賑やかになってきた。カル

フールが二〇〇〇年に出店し、全国八店舗まで拡大したとこ

ろで、〇五年に撤退して話題を呼んだ。ウォルマートは二〇

〇二年に西友に資本参加し、〇五年に子会社化している。メ

トロは丸紅と組み、会員制業務用食品卸として二〇〇二年に

進出している（現在三店舗）。倉庫型の会員制店舗で有名なコ

ストコ（米国）も一九九九年から事業を展開し、五店舗まで

増やしている。テスコは二〇〇三年に国内スーパーマーケッ

ト・チェーンを買収し、現在一〇〇を超える店舗を展開して

いる。国内外の巨大小売企業による事業拡大と過当競争は、

地域の中小零細な小売企業の淘汰につながるだけでなく、卸

売市場外取引の拡大を通じて国内産地の選別・囲い込み、農

産物輸入のいっそうの拡大を誘発することが懸念される25。 
 
原料調達をめぐる社会的批判とＣＳＲ対応 

 大企業の事業活動に対する消費者や市民社会の関心が高ま

り、ＮＧＯ等による監視や情報開示の取り組みが活発化して

きた。農業・食品関連産業は、食品安全性や健康・栄養、環

境負荷、農村社会・発展途上国の持続的発展などの諸問題に

深く関わっているため、多国籍アグリビジネスに対する社会

的批判はとくに厳しい。それはまた、有機農業やフェアトレ

ードなど、オルタナティブな農と食を求める社会運動がすで

に一九六〇年代から世界各地に広がり、現在では世界社会フ

ォーラム等の社会的対抗運動の重要な構成部分となっている

ことにも反映している。多国籍アグリビジネスは、こうした

社会的批判にどのように応えてきたのだろうか。よく知られ

ている事例に、ネスレの粉ミルクに対する世界的な不買運動

がある。『なぜ世界の半分が飢えるのか』（一九七七年、翻訳

八四年）の著者スーザン・ジョージは「世界でもっとも悪質

なアグリビジネスを選ぶとしたら、その候補になりうる企業

は数多い。（中略）だが、私は熟慮の末、広告戦略によってア

フリカで乳幼児の栄養失調を増やすことに直接貢献したネス

レに第一位の栄冠を贈りたいと思う。ネスレはまた、労働争

議、相手国に不利な契約を押しつけるといった分野でも部門

賞を受ける資格がある」と痛烈に批判した。国連でも再三に

わたって非難勧告が採択され、八一年の世界保健総会で「母

乳代替品の販売流通に関する国際基準」が採択されても、同

社は露骨なロビー活動や反批判キャンペーンをやめなかった

が、不買運動が世界中に拡大する中で、八四年に国際基準に

合意、対決姿勢から対話姿勢へと方針転換した。その後も国

際基準違反がたびたび発覚し、今日でも不買運動が継続され

ているが、ネスレ等の多国籍企業の社会的批判対応に変化が

見られるようになったのは九〇年代後半である26。 
一九七〇年代に広がった多国籍企業批判は、例えば国際労

働機関（ＩＬＯ）の「多国籍企業及び社会政策に関する原則

の三者宣言」（七七年）や経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）の「多

国籍企業行動指針」（七六年）などに結実していたが、九〇年

代後半から二〇〇〇年にかけて改訂が進められ、「企業倫理」

や「企業の社会的責任（ＣＳＲ）」といった考え方が広く採用

されるようになってきた。一九九九年に国連のアナン事務総

長（当時）によって提唱された「グローバル・コンパクト」

や国連人権委員会で議論され、二〇〇三年に小委員会で採択

された「多国籍企業行動規範案」も同じラインにある。ネス

レの場合、一九九八年に最初の「ビジネス原則」を定め、消

費者、農業生産者、雇用労働者、地域社会への責任、環境配

慮、水資源の持続的利用、乳幼児の健康・栄養問題、児童労

働問題への対応など、同社の法令遵守姿勢と社会的対話姿勢

を積極的にアピールするようになってきた。業界レベルでの

動きも活発化している。ネスレがユニリーバ、ダノン（フラ

ンス）とともに二〇〇二年に起ち上げた持続的農業イニシア

チブ（ＳＡＩ）は、現在ではクラフトフーズやドールフード、

サラ・リー、コカコーラ等の米国系アグリビジネスを含む二

〇社にまで拡大し、穀物、コーヒー、乳製品、果実、野菜、

パーム油の各作業部会を通じて、自主的な企業行動規範の確

立と食品産業全体の社会的評価を高めることが企図されてい

る。この他、熱帯一次産品を中心に作物別のＣＳＲイニシア

チブ（表３）も次々に導入されており、ＷＷＦやオックスフ

ァム等の国際ＮＧＯや政府機関・国際機関が積極的に関与す

るなど、社会的・経済的・環境的な持続性と公正性を確保す

るための努力が始まっている。 
しかしながら、原則として企業の自主性に委ねられている

がゆえに、多国籍企業主導のＣＳＲイニシアチブに対する批

判は少なくない。例えば、クリスチャンエイドが二〇〇四年
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に発表した報告書27によると、多国籍企業がＣＳＲを推進す

る経済的動機として、社会的イメージの改善、投資家へのア

ピール、ＮＧＯによる批判キャンペーンの懐柔、法的拘束力

のある規制の回避などを列挙しながら、現にＣＳＲを掲げる

多国籍企業が国家的・国際的規制の届かない途上国農村社会

で依然として行っている非倫理的な企業活動の実態を暴露し、

痛烈に批判している。社会的公正を実現するためには、企業

の自主規制に専ら委ねるのではなく、企業活動を法的に規制

する仕組みを国際的にも国内的にも確立していくことが依然

として必要だということである28。 
 もう一つの問題は、有機食品やフェアトレードなど、本来

は人間と自然の関係性、人間と人間の関係性を再構築するた

めのオルタナティブとして取り組まれてきた分野に、多国籍

アグリビジネスの参入が相次いでいることである29。それは

製品差別化戦略や企業イメージの向上を図るＣＳＲ方策の一

環として追求されているだけではない。成熟・飽和化が進む

先進国市場で数少ない成長分野となっている有機食品やフェ

アトレード産品への参入は、企業の論理として当然のことで

ある。だが、ネスレやスターバックスが扱うフェアトレード・

コーヒーも、クラフトフーズ（親会社はフィリップモリス）

が扱う有機食品も、事業全体からすればごく一部にすぎない。

また、ウォルマートのような巨大小売企業が一部であれ有機

農産物・食品を扱うようになれば、同社が主張するように「割

高の有機食品を購入できない低所得層」に大きな恩恵を与え

るとともに、有機農産物の栽培面積を飛躍的に拡大すること

につながるかもしれない。だが、ウォルマートがめざす「有

機食品の低価格化」は、有機農業生産の実態にそぐわないだ

けでなく、米国内だけで四〇〇〇近い店舗を展開する同社が

有機農産物原料の多種多様な商品を周年販売するためには、

中南米や中国等から有機農産物の輸入を拡大することが前提

となるが、本来の理念に照らせば、大規模生産・遠隔流通の

過程で矛盾を来すことは目に見えている。すでに食品業界団

体は有機認証基準の緩和・変質を企図してロビー活動を展開

している。また、大規模生産・遠隔流通で要求される「規模

の経済」を発揮できない独立系の専門企業や中小の有機農業

経営を淘汰することにつながりかねない30。 
 このように、多国籍アグリビジネスの事業活動は、グロー

バルからローカルまで縦横無尽に展開しており、それに伴っ

て、オルタナティブな農と食をめざす運動が立脚する対抗軸

も錯綜しつつある。ＣＳＲやオルタナティブ市場への参入を

もって、多国籍アグリビジネスの「変化」を軽々に評価する

のではなく、これを「資本による農業・食料の包摂」の今日

的定在として位置づけながら、その裏側にある生産関係の諸

矛盾を析出していくことが早急に求められている。 
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